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表紙*電子提供措置用*

証券コード  7713

第50回
定時株主総会
招集ご通知

開 催 日 時

2025年8月27日（水曜日）
午前10時（受付開始 午前 9時）
　

開 催 場 所
埼玉県日高市下高萩新田17番地2
当社　本社・日高工場3階　多目的ホール
※末尾の会場ご案内図をご参照ください。

議決権行使期限

2025年8月26日（火曜日）
午後5時まで

　　

株主様へのご案内

① 本株主総会へご出席の株主様へのお土産のご用意はご
ざいません。何卒ご理解を賜りますようお願い申し上
げます。

② 当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面
（郵送）により事前に議決権を行使くださいますよう
お願い申し上げます。

③ 本総会会場の受付横にて製品展示会を併設開催いたし
ます。また本総会終了後に工場見学会を開催いたしま
す。お時間の許す株主様は、ご参加賜りますようお願
い申し上げます。

決 議 事 項
第1号議案　取締役７名選任の件
第2号議案　監査役２名選任の件
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狭義招集

株 主 各 位 証券コード  7713
2025年８月６日

埼玉県日高市下高萩新田17番地２

シグマ光機株式会社
代表取締役社長 近藤　洋介

■1 日　　時 2025年８月27日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
■2 場　　所 埼玉県日高市下高萩新田17番地２

当社　本社・日高工場３階　多目的ホール　末尾の定時株主総会会場ご案内図を参照
■3 会議の目的事項 報告事項 １．第50期（2024年６月１日から2025年５月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第50期（2024年６月１日から2025年５月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　　　取締役７名選任の件
第２号議案　　　監査役２名選任の件

　【当社ウェブサイト】
　 https://www.sigma-koki.com/meeting/50/

　【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　 https://d.sokai.jp/7713/teiji/

第50回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　このたび、当社第50回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれか
のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

　【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　 https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「シグマ光機」又は「コード」に当
社証券コード「7713」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」に
ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。
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狭義招集

＜招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）＞
●  当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げ

ます。
●  ご返送いただいた議決権行使書において、議案につき賛否の表示がされていない場合は、会社提案につい

ては賛の意思表示があったものとして取り扱います。
●  インターネットによる方法と議決権行使書と重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる

議決権行使を有効なものといたします。また、インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場合
は、最後に行われたものを有効なものといたします。

＜株主総会に関するご留意事項＞
● 電子提供措置事項のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概況」

並びに連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算
書」「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、これらは監査報告を作成するに際し、監査
役及び会計監査人が監査をした対象事項に含まれています。

●  電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに、その旨、修正前及び修正後の
事項を掲載いたします。

●  本株主総会は、当社出席役員及び株主総会運営スタッフにおきましては、節電への取り組みとしてクール
ビズスタイルにて開催させていただきます。

●  今後の状況等により、上記対応を更新する場合がございます。
下記ウェブサイトより、当社発表情報をご確認くださいますよう、あわせてお願い申し上げます。

　当社ウェブサイト　https://www.sigma-koki.com/

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができ
ます。お手数ながら「株主総会参考書類」をご検討のうえ、以下のいずれかの方法により議決権を行使いただ
きますようお願い申し上げます。
［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社の指定する議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、2025
年８月26日（火曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力ください。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2025年８月26日（火曜日）午後５時までに到着
するようご送付ください。

以　上
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インターネット議決権行使のご案内

行使
期限

2025年８月26日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

インターネットによる議決権行使のご案内

　

インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な
議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。

2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

1 議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

※議決権行使書用紙はイメージです。
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インターネット議決権行使のご案内

パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。
2 「議決権行使コード」

を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。
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取締役選任議案

第１号議案 取締役７名選任の件

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

性別
（年齢） 現在の当社における地位・担当

1 こ ん ど う

近藤 
 

　
よ う す け

洋介
男性

（満62歳）
代表取締役社長 再任

　

2 い し

石
い

井 
 

　
や す

康
ゆ き

之
男性

（満57歳）
取締役
管理本部長兼経理部長 再任

　

3 た ば た

多幡 
 

　
よ し の り

能徳
男性

（満56歳）
取締役
生産本部長 再任

　

4 お ざ わ

小澤 
 

　
 

　
つとむ

勉
男性

（満63歳）
社外取締役 再任

　
社外

　　

5 の ざ き

野﨑 
 

　
 

　
まこと

誠
男性

（満50歳）
社外取締役 再任

　
社外

　
独立

　　

６ ま つ

松
お

尾 
ゆ

祐
み

美
こ

子
女性

（満60歳）
社外取締役 再任

　
社外

　
独立

　　

７ S e t

セット 
Sze Yun

ジイヨン
男性

（満54歳）
社外取締役 再任

　
社外

　
独立

　　

再任
　

再任取締役候補者 新任
　

新任取締役候補者 社外
　

社外取締役候補者 独立
　

独立役員候補者

株主総会参考書類

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役７名（うち社外取締役４名）の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

(注)　 １．各候補者の年齢は、本総会開催日の満年齢となります。
　　　２．松尾祐美子氏の戸籍上の氏名は吉村祐美子です。
　　　３．セットジイヨン氏の戸籍上の氏名はSET SZE YUNです。
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

1
再任

　

こんどう

近藤
 

　
ようすけ

洋介
1963年4月2日（満62歳）

　

    1991年    4月 当社入社
    2000年    4月 当社光学素子事業部長
    2002年    6月 当社営業本部長
    2002年    8月 当社取締役
    2006年    9月 当社常務取締役
    2011年    8月 当社専務取締役
    2013年    4月 OptoSigma Corporation 会長
    2013年    8月 当社代表取締役専務
    2014年    8月 当社代表取締役社長（現任） 　57,800株

（取締役候補者とした理由）
当社及び当社グループ会社の取締役を歴任し、長年に亘りグループ経営の指揮を執っ
ております。現在は、当社代表取締役社長として、当社及び当社グループの企業価値
の向上に貢献しております。光学業界における深い専門知識と豊富な経験、企業経営
者としての高い実績、能力、見識を有していることから、引き続き取締役候補者とい
たしました。

2 再任
　

いし

石
い

井
 

　
やす

康
ゆき

之
1967年9月5日（満57歳）

　

    1988年    4 月 当社入社
    2008年    5 月 タックコート株式会社 監査役（現任）
    2009年    9 月 当社経理部副部長
    2013年    12月 当社経理部長（現任）
    2013年    12月 OptoSigma Europe S.A.S. 取締役（現任）
    2019年    6 月 当社管理本部副本部長
    2020年    12月 当社管理本部長（現任）
    2020年    12月 当社執行役員
    2023年    8 月 当社取締役（現任）

　12,600株〔重要な兼職の状況〕
　OptoSigma Europe S.A.S. 取締役
　タックコート株式会社　監査役

（取締役候補者とした理由）
当社の経理・財務及び会計部門での長年に亘る業務経験で培われた深い専門知識と高
い見識を有しており、また当社の持分法適用会社の監査役や海外子会社の取締役とし
て業務執行の管理監督・監査を行っております。また、2020年12月から管理部門の
責任者を務めており、経営管理業務に対する高い実績、能力、見識を有していること
から、引き続き取締役候補者といたしました。
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

３
再任

　

た ば た

多幡
 

　
よしのり

能徳
1969年4月16日（満56歳）

　

    1990年    4月 当社入社
    2003年    6月 当社開発本部副本部長
    2006年    6月 当社執行役員
    2008年    12月 当社光学システム機器製品本部副本部長
    2010年    4月 当社システム製品本部副本部長
    2011年    6月 当社光学システム部長
    2013年    12月 当社営業本部副本部長
    2015年    6月 当社営業本部副本部長兼開発部担当
    2017年    6月 当社技術本部長
    2017年    8月 当社取締役（現任）
    2018年    4月 OptoSigma Corporation 取締役
    2019年    6月 当社技術本部長兼開発部長
    2023年    1月 当社生産本部長（現任）
    2023年    7月 LMS株式会社 代表取締役社長（現任）

　12,100株

〔重要な兼職の状況〕
　LMS株式会社　代表取締役社長

（取締役候補者とした理由）
当社の取締役として、長年に亘り技術開発部門の指揮を執っておりました。現在は、幅広い知見を
活かし生産部門の指揮を執り、高品質、高精度な当社製品を生み出す生産技術の確立により、光学
製品のメーカーとしての地位の向上に貢献しております。また、2023年７月より国内持分法適用
会社の代表取締役を務めるなど、光学業界における深い専門知識と豊富な経験、企業経営者として
の高い実績、能力、見識を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

4 再任
　

社外
　

お ざ わ

小澤
 

　
 

　
つとむ

勉
1961年10月8日（満63歳）

　

    1984年    4 月 浜松ホトニクス株式会社入社
    2015年    6 月 同社電子管事業部第1製造部第19部門長
    2018年    10月 同社電子管事業部第1製造部長

同社電子管事業部第3製造部長（現任）
    2020年    8 月 当社社外取締役（現任）
    2020年    10月 浜松ホトニクス株式会社電子管事業部電子管企画部長
    2024年    1 月 同社電子管事業部第1製造部長（現任）

－株

〔重要な兼職の状況〕
　浜松ホトニクス株式会社　電子管事業部　第1製造部長及び第3製造部長

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
直接企業経営に関与された経験はありませんが、浜松ホトニクス株式会社の電子管事業部 第1製造
部 及び 第3製造部にて部長を務めております。光学に関する深い専門知識と豊富な経験、高い見
識を有しており、当社の経営に反映していただくこととともに、当社の経営執行等について監督、
助言等をいただけることが期待できるため、引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、同
氏が選任された場合は、任意の報酬委員会の委員として、当社役員の報酬等の決定に対し客観的・
中立的な立場で関与いただく予定です。また、任意の指名委員会の委員として、当社役員の選解任
に対しても、同様に関与いただく予定です。
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

5 再任
　

社外
　

独立

の ざ き

野﨑
 

　
 

　
まこと

誠
1975年7月27日（満50歳）

　

    2004年    10月 税理士登録
    2009年    1月 野崎誠税理士事務所 開設

同所代表（現任）
    2011年    8月 行政書士登録

野﨑誠行政書士事務所 開設
同所代表

    2014年    6月 ハートフルサポート株式会社 設立
同社代表取締役（現任）

    2017年    8月 当社社外監査役
    2021年    8月 当社社外取締役（現任）
    2021年    9月 行政書士法人まこと相続 設立

社員（現任）

　 5 0 0 株〔重要な兼職の状況〕
野崎誠税理士事務所　代表
行政書士法人まこと相続　社員
ハートフルサポート株式会社　代表取締役

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
税理士、行政書士としての深い専門知識と豊富な経験、また事業会社を設立して代表
取締役を務めるなど企業経営に関する高い見識も有しております。今後も独立的な立
場で、専門的な観点から当社の経営執行等について監督、助言等をいただけることが
期待できることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、同氏が選任
された場合は、任意の報酬委員会の委員として、当社役員の報酬等の決定に対し、客
観的・中立的な立場で関与いただく予定です。また、任意の指名委員会の委員とし
て、当社役員の選解任に対しても、同様に関与いただく予定です。
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

6 再任
　

社外
　

独立

まつ

松
お

尾
 

　
ゆ

祐
み

美
こ

子
1965年1月13日（満60歳）

　

    1990年    4 月 弁護士資格取得　第二東京弁護士会登録
アンダーソン・毛利・ラビノウィッツ法律事務所入所
（現アンダーソン・毛利・友常法律事務所）

    1995年    9 月 米国ニューヨーク州弁護士資格取得
    1997年    6 月 平川・佐藤・小林法律事務所（現シティユーワ法律事務所）入所
    2010年    1 月 神奈川県弁護士会登録

弁護士法人港国際法律事務所　入所
    2016年    6 月 株式会社エス・ディー・エス バイオテック 社外取締役（監査等委員）
    2018年    12月 トライアンフィールドホールディングス株式会社 社外取締役（現任）
    2020年    6 月 川澄化学工業株式会社（現SBカワスミ株式会社） 社外取締役（監査等委

員）
    2020年    11月 株式会社トランザクション　社外取締役（監査等委員）（現任）
    2022年    8 月 当社社外取締役（現任）
    2023年    6 月 公益財団法人日本陸上競技連盟　監事（現任）
    2024年    7 月 千代田化工建設株式会社　社外取締役（監査等委員）（現任）
    2025年    1 月 みなとみらい法律事務所入所

同所　共同代表（現任）

　１ 0 0 株〔重要な兼職の状況〕
みなとみらい法律事務所　共同代表
トライアンフィールドホールディングス株式会社　社外取締役
株式会社トランザクション　社外取締役（監査等委員）
千代田化工建設株式会社　社外取締役（監査等委員）

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
過去に社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありません
が、多くの上場企業やグローバル企業の企業法務全般に携わった弁護士としての深い
専門知識と豊富な経験、また上場企業の社外取締役（監査等委員）を歴任され、コー
ポレートガバナンスに関する高い見識も有しております。現在は、法律事務所を開設
され、共同代表として企業経営にも携わっております。今後も独立的な立場で、専門
的な観点から当社の経営執行等について監督、助言等をいただけることが期待できる
ことから、引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、同氏が選任された場合
は、任意の報酬委員会の委員として、当社役員の報酬等の決定に対し、客観的・中立
的な立場で関与いただく予定です。また、任意の指名委員会の委員として、当社役員
の選解任に対しても、同様に関与いただく予定です。
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

７ 再任
　

社外
　

独立

S e t

セット 
Sze Yun

ジイヨン
1970年12月3日（満54歳）

　

    1998年    10月 東京大学先端科学技術研究センター　外国人特別研究員
    2000年    10月 東京大学大学院工学系研究科　リサーチ・アソシエイト
    2001年    4 月 Micron Optics Inc., (米国）　シニアエンジニア
    2002年    4 月 株式会社アルネアラボラトリ　研究開発部長
    2005年    4 月 同社代表取締役社長（兼任CTO)
    2016年    2 月 東京大学先端科学技術研究センター　准教授
    2023年    8 月 同センター特任教授（現任）
    2024年    8 月 当社社外取締役（現任）

－株
〔重要な兼職の状況〕
指定国立大学法人東京大学先端科学技術研究センター　特任教授

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
過去に直接会社経営に関与した経験があり、光学に関する深い専門知識と豊富な経
験、高い見識を有しており、当社の経営に反映していただくこととともに、独立的な
立場で当社の経営執行等について監督、助言等をいただけることが期待できるため、
引き続き社外取締役候補者といたしました。なお、同氏が選任された場合は、任意の
報酬委員会の委員として、当社役員の報酬等の決定に対し、客観的・中立的な立場で
関与いただく予定です。また、任意の指名委員会の委員として、当社役員の選解任に
対しても、同様に関与いただく予定です。

(注) 1. 多幡能徳氏は、LMS株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間に医療機器並びに光学・電気機器の開発並びに組立・調整・検査等
の業務委託取引があります。その他の各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 小澤勉、野﨑誠、松尾祐美子、セットジイヨンの４氏は社外取締役候補者であります。
3. 小澤勉氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。
4. 野﨑誠氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
5. 松尾祐美子氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
6. セットジイヨン氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
7. 小澤勉氏は、2025年５月31日時点の当社大株主（議決権比率14.11％）である浜松ホトニクス株式会社の事業部門の部長を兼務しておりま

す。同社と当社との間には、光学部品等の販売に関する取引がありますが、同取引における同社向け売上高は、約１億２百万円（当社の直近
の連結会計年度における連結売上高の２％未満）であるため、当社の事業運営に関する経営判断に影響を及ぼすおそれがなく、かつ株主の皆
様との間に利益相反が生じるおそれもないことから、社外取締役として選任をお願いするものであります。

8. セットジイヨン氏は、東京大学先端科学技術研究センター特任教授を兼職しております。同法人と当社との間には光学部品等の販売に関する
取引がありますが、同取引における同法人向け売上高は約50百万円（直近の連結会計年度における連結売上高の１％未満）であるため、当
社の事業運営に関する経営判断に影響を及ぼすおそれがなく、かつ株主の皆さまとの間に利益相反が生じるおそれもないと認識しておりま
す。

9. 野﨑誠氏、松尾祐美子氏、セットジイヨン氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。
10.当社は小澤勉、野﨑誠、松尾祐美子、セットジイヨンの４氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の規定する最低責任限度額としております。なお、
４氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

11.当社は保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役、監査役及び執行役員
の地位にあるものを被保険者の範囲といたします。被保険者が会社の役員等の地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求がなされた
ことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用などを填補することとしており、被保険者の保険料を会社が全額負担いたします。各候補
者が取締役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者になります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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監査役選任議案

第２号議案 監査役２名選任の件

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

１ 再任
　

社外
　

独立

う え の

上野
 

　
け ん じ

健司
1953年12月13日（満71歳）

　

    1976年    4 月 関東信越国税局入局
    1984年    7 月 関東信越国税局調査査察部国税査察官
    1989年    3 月 税務大学校朝霞研修所教育官
    1994年    7 月 熊谷税務署統括国税調査官
    2001年    7 月 水戸税務署総務課長
    2002年    7 月 越谷税務署副署長
    2003年    7 月 関東信越国税局調査査察部統括国税査察官
    2009年    7 月 関東信越国税局調査査察部査察管理課長
    2011年    7 月 関東信越国税局調査査察部次長
    2013年    7 月 浦和税務署長
    2014年    7 月 退官
    2014年    9 月 税理士登録

上野健司税理士事務所　設立
同所　代表（現任）

2021年    8 月 当社社外監査役
2022年    8 月 当社常勤社外監査役（現任）

－株

〔重要な兼職の状況〕
上野健司税理士事務所　代表

（社外監査役候補者とした理由）
過去に直接会社経営に関与した経験はありませんが、国税局で長きに亘り要職を歴任
され、税理士としての深い専門知識と豊富な経験を有しております。今後、独立した
立場で、当社の経営執行等の適法性について、客観的・中立的な監査・指導等が期待
できることから、引き続き社外監査役候補者といたします。

　監査役の上野健司氏及び南雲幸一氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査役２名（うち社外監査役２名）の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

11



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2025/07/29 16:04:56 / 24208618_シグマ光機株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役選任議案

候補者
番号

ふ り が な
氏　　　　　　　 名

生　年　月　日（年　齢）
略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株式数

２
再任

　
社外

　

な ぐ も

南雲
 

　
こういち

幸一
1959年5月12日（満66歳）

　

    1985年    1 月 浜松ホトニクス株式会社入社
    2014年    10月 同社法務グループ長
    2016年    4 月 同社理事
    2016年    10月 同社管理本部総務部長
    2017年    8 月 当社社外監査役（現任）
    2018年    4 月 株式会社浜松ホトアグリ取締役
    2020年    12月 浜松ホトニクス株式会社執行役員（現任）
    2023年    4 月 同社経営企画統括本部副統括本部長（現任）
    2025年    3 月 株式会社浜松電産取締役（現任）

－株〔重要な兼職の状況〕
浜松ホトニクス株式会社　執行役員 経営企画統括本部副統括本部長
株式会社浜松電産　取締役

（社外監査役候補者とした理由）
浜松ホトニクス株式会社の執行役員として会社経営に関与しており、現任の経営企画
統括本部の副責任者やこれまでの法務・総務部門の責任者を務めてきた経験か
ら、サステナビリティ、コーポレートガバナンス、総務及び法務に関する高い
見識と豊富な経験を有しております。今後、独立した立場で、当社の経営執行等の適
法性について、客観的・中立的な監査・指導等が期待できることから、引き続き社外監
査役候補者といたしました。

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 上野健司、南雲幸一の両氏は社外監査役候補者であります。
3. 上野健司氏は、現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
4. 南雲幸一氏は、現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。
5. 南雲幸一氏は、2025年５月31日時点の当社大株主（議決権比率14.11％）である浜松ホトニクス株式会社の執行役員を兼務しております。

同社と当社との間には、光学部品等の販売に関する取引がありますが、同取引における同社向け売上高は、約１億２百万円（直近の連結会計
年度における連結売上高の２％未満）であるため、当社の事業運営に関する経営判断に影響を及ぼすおそれがなく、かつ株主の皆さまとの間
に利益相反が生じるおそれもないことから、社外監査役として選任をお願いするものであります

6. 上野健司氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。
7. 当社は上野健司氏と南雲幸一氏の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の規定する最低責任限度額としております。なお、両氏の再任が承認され
た場合には、当該契約を継続する予定であります。

8. 当社は保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役、監査役及び執行役員
の地位にあるものを被保険者の範囲といたします。被保険者が会社の役員等の地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求がなされた
ことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用などを填補することとしており、被保険者の保険料を会社が全額負担いたします。各候補
者が監査役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者になります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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＜ご参考＞役員スキル・マトリクス

職位 番号 氏名 管掌分野

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

企業経営
生産・
技術・

研究開発

営業・
企画・

マーケティング

財務・
会計・

ファイナンス

人事・
労務・

人材開発

法務・
ガバナンス・
リスクマネジ

メント

ＩCＴ・
デジタル戦略・

DX

国際ビジネス・
グローバリゼー

ション

ESG・
サステナビリティ・

多様性

取
締
役

1 近藤 洋介 業務執行 経営全般 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２ 石井 康之 業務執行
財務・会

計・人事・
法務・IT

● ● ●

３ 多幡 能徳 業務執行 生産 ● ● ●

4 小澤 勉 社外 ●

5 野﨑 誠 独立・社外 ● ● ●

6 松尾 祐美子 独立・社外 ● ● ●

７ セット
ジイヨン 独立・社外 ● ● ● ●

監
査
役

１ 上野 健司 独立・社外 ● ●

２ 南雲 幸一 社外 ● ● ● ●

－ 熊﨑 美杉 独立・社外 ● ●

＜ご参考＞
本株主総会終了後の取締役・監査役のスキル・マトリクス

・当社では、取締役会の実効性確保に必要なスキル（知識、能力、経験）を、経営戦略などの重要な事項の判断及び
職務執行の監督の観点から、以下のとおりとしました。

・第1号議案「取締役７名選任の件」、第2号議案「監査役２名選任の件」を原案通り承認可決いただいた場合、取
締役会の構成は以下のとおりとなります。

※上記一覧表は、各人の有するすべての知見や経験を表すものではありません。

以　上
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当事業年度の事業の状況

事業報告（2024年６月１日から2025年５月31日まで）

1 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における世界経済は、欧米諸国の個人消費等を中心に底堅く推移したものの、ロシア・ウクライ
ナ情勢及び中東情勢の長期化等の地政学的リスクの高まり、各国金融政策の変更にともなう為替変動等に加えて、
米国政権の相互関税を巡る世界各地での通商政策の変化等による景気減速が懸念される等、先行き不透明さを強め
る状況となりました。

当社グループにおいては、要素部品事業は、昨年度の当社工場拠点の被災による一時的な稼働停止等の影響から
の反動増に加え、中国地域向けの需要回復等により需要が増加いたしました。その一方で、バイオ業界向けにおけ
る一部の大口顧客向けの在庫調整の他、国内を中心とした電子部品・半導体関連のエレクトロニクス業界向けの需
要が減少するなどしたものの、総じて堅調に推移いたしました。システム製品事業においては、電子部品・半導体
業界向け及びフラットパネルディスプレイ業界向けの需要において、期前半では、大口顧客向けでの在庫調整等の
影響を受け、軟調な推移となりましたが、期後半からは、緩やかな持ち直し基調で推移いたしました。

このような中、材料費や外注加工費等の外部費用が増加した他、持続的な事業拡大に向けた人的投資や新工場棟
の稼働開始等により、人件費や減価償却費等が増加した結果、営業利益は前期比でやや軟調に推移いたしました。

その結果、売上高115億８千万円（前期比3.3％増）、営業利益11億３千１百万円（前期比4.0％減）、経常利益12
億６千９百万円（前期比5.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は９億８千６百万円（前期比43.5％増）と
なりました。
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当事業年度の事業の状況

9,734百万円

要素部品事業
売上高

(前期比6.1%増)

9,177

1,870

4,600

第49期
（2024年５月期）

2,706

9,734

1,859

4,896

第50期
（2025年５月期）

2,978

（単位：百万円）売上高
自動応用製品光学基本機器製品 光学素子・薄膜製品

　

＜要素部品事業＞
　当事業は、光学基本機器製品、自動応用製品及び
光学素子・薄膜製品に大別されます。

【光学基本機器製品】
　昨年度の当社工場拠点の被災による一時的な稼働
停止等の影響からの反動増等により、官公庁向け研
究開発分野及び民間向け研究開発分野並びに産業分
野ともに堅調に推移いたしました。民間向け研究開
発分野及び産業分野向けにおいては、一部の電子部
品・半導体関連のエレクトロニクス業界向けの製
造・検査用途のステージ等の手動位置決め製品及び
ベース品等が堅調に推移いたしました。その結果、
売上高は、29億７千８百万円（前期比10.1％増）
となりました。

【自動応用製品】
　官公庁向け研究開発分野においては、需要は堅調
に推移いたしました。民間向け研究開発分野及び産
業分野においては、半導体不足に起因する電子基板
などの供給制約の解消が続き、コントローラ等は堅
調に推移したものの、バイオ業界向けにおける一部
の大口顧客向けの在庫調整等により、顕微鏡用ステ
ージが軟調に推移し、研究開発分野や通信業界向け
の調芯装置の需要は弱含みで推移いたしました。そ
の結果、売上高は、18億５千９百万円（前期比
0.6％減）となりました。

【光学素子・薄膜製品】
　官公庁向け研究開発分野においては、需要は堅調
に推移いたしました。民間向け研究開発分野及び産
業分野においては、中国地域向けの需要が回復基調
で推移したこと等により、ミラー及び円筒レンズ等
が堅調に推移いたしましたが、国内を中心とした電
子部品・半導体関連のエレクトロニクス業界向けに
おける、一部の顧客の製造装置・検査装置への組込
み用途の需要が減少し、球面レンズ及びフィルター
等が軟調に推移する等したものの総じて堅調に推移
いたしました。その結果、売上高は、48億９千６
百万円（前期比6.4％増）となりました。

　事業セグメント別の状況は次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況

1,845百万円

システム製品事業
売上高

(前期比9.3%減)

2,035

第49期
（2024年５月期）

1,845

第50期
（2025年５月期）

（単位：百万円）売上高

　

＜システム製品事業＞
　当事業は、光学システム製品です。

【光学システム製品】
　国内・海外の民間企業向け研究開発分野及び産業分野では、電子部品・半導体
業界向け及びフラットパネルディスプレイ業界向けにおいて、期前半では、製造
装置・検査装置への組込み用途の光学ユニット製品及び光学システム製品が大口
顧客向けでの在庫調整等の影響を受け軟調な推移となりましたが、期後半から
は、緩やかな持ち直し基調で推移いたしました。又、医療業界向けでは、大口顧
客向けの光学システム製品が堅調に推移いたしました。その結果、売上高は、
18億４千５百万円（前期比9.3％減）となりました。

期　別

事業セグメント

第　49　期
（前連結会計年度）
自　2023年 6月 1日
至　2024年 5月31日

第　50　期
（当連結会計年度）
自　2024年 6月 1日
至　2025年 5月31日

前　期　比

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

要素部品事業 9,177 81.8 9,734 84.1 556 6.1
[製品区分]
(光学基本機器製品) 2,706 24.1 2,978 25.7 272 10.1
(自動応用製品) 1,870 16.7 1,859 16.1 △11 △0.6
(光学素子・薄膜製品) 4,600 41.0 4,896 42.3 295 6.4
システム製品事業 2,035 18.2 1,845 15.9 △189 △9.3
[製品区分]
(光学システム製品) 2,035 18.2 1,845 15.9 △189 △9.3

計 11,213 100.0 11,580 100.0 367 3.3

[事業セグメント別売上高]
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当事業年度の事業の状況

会社名 設備の内容 金額 (千円)
OptoSigma Corporation 新社屋リノベーション 570,506

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は３億８千４百万円で、その主なものは
次のとおりであります。

(イ) 当連結会計年度中に完成した主要設備等

（注）上記のうち、当連結会計年度における投資額は85,152千円であります。

(ロ) 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
特記すべきものはありません。

③ 資金調達の状況
　特記すべき資金調達は行っておりません。
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直前3事業年度の財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

区　分 第47期
（2022年５月期）

第48期
（2023年５月期）

第49期
（2024年５月期）

第50期
（当連結会計年度）
（2025年５月期）

売上高 (千円) 10,354,103 11,367,532 11,213,162 11,580,528
経常利益 (千円) 1,614,776 1,690,228 1,349,032 1,269,324
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 1,170,263 1,493,294 687,223 986,017
1株当たり当期純利益 (円) 165.23 210.85 97.03 139.23
総資産 (千円) 18,509,853 20,634,196 20,945,112 20,340,102
純資産 (千円) 14,966,265 16,332,386 17,142,234 17,769,059
1株当たり純資産額 (円) 2,101.38 2,293.40 2,407.11 2,494.67

(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況

(注) １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、又、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数により算出しております。
なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数は、それぞれ自己株式の数を控除して計算しております。

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
千米ドル ％

OptoSigma Corporation 2,600 100.00 光学機器の生産販売
千米ドル ％

上海西格瑪光机有限公司 4,000 91.25 光学機器の生産販売
千ユーロ ％

OptoSigma Europe S.A.S. 1,500 100.00 光学機器の販売
千シンガポールドル ％

OptoSigma Southeast Asia Pte. Ltd. 1,250 100.00 光学機器の販売

(3) 重要な子会社の状況
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対処すべき課題、主要な事業内容

(4) 対処すべき課題
　当社グループを取り巻く経営環境は、生成AIをはじめとしたデジタルトランスフォーメーション（DX）による社
会基盤のパラダイムシフトが急速に進む中、大規模な自然災害の発生やエネルギー資源の枯渇、高まる地政学的リス
ク、少子高齢化や人権の尊重など取り組むべき課題が山積しています。このような中、当社グループは、中長期的な
会社の経営戦略に基づき、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題を以下の項目と認識しており、重点的に取り
組んでまいります。

① 営業・マーケティングの強化
　積極的な国内外の有力光学展示会への出展や「光ソリューション・カンパニー」ならではの提案営業によるお
客様との良好な信頼関係の構築を推進いたします。グローバル・ウェブカタログ・システムやSNSを活用した動
画による製品紹介、オンラインを活用したフォーラム・セミナー開催等によるお客様とのコミュニティの構築、
お客様の属性情報等のデータを活用した情報提供等を推進し、「OPTOSIGMA」ブランドの認知度向上とグロー
バルマーケットでの需要創出に努めております。又、最先端の光技術の研究開発を行っている大学や研究機関等
との長年に亘る信頼関係の下、当社グループの国内外のネットワークを生かした産官学の連携・協働による最先
端の光技術の知の融合に取り組み、光技術の新たな可能性を広げる様々なプロジェクトにも参画しております。
最近では、成長産業分野の民間企業とのコラボレーションによる新製品企画・開発も推進しており、光技術を活
用した社会課題の解決のための光ソリューションの創出に努めております。

② ものづくり力の強化
　最先端の研究開発分野やコスト競争の激しい産業分野の多様なニーズに対応すべく、「品質の向上と安定」、
「コストダウン」、「短納期化」を強力に推進しております。「光ソリューション・カンパニー」である当社グル
ープだからこそ可能な、商品企画・開発から試作、検証、量産まで一貫してご提案するワンストップサービス
と、光学技術、機械加工、電気設計、ソフト開発、システムアップ等の中核技術の融合と生産技術のさらなる改
革を進め、競合他社との差別化を図ってまいります。既存製品については、機能性や操作性等のユーザビリティ
の向上による高付加価値化を推進いたします。特に、光学モジュールや光学ユニット製品、光学装置までをワン
ストップで生産可能な当社の技術優位性を生かした光ソリューション提案に注力してまいります。又、有力な研
究機関や産業分野民間企業とのネットワークを生かした連携・協働によって、最先端の技術・情報・ノウハウを
駆使した、オリジナリティのある新製品企画・開発に取り組んでおります。その他、サプライヤーや生産協力工
場等のサプライチェーンを当社グループのネットワークを活用して複線化を図ることで、安定供給とコスト低減
の実現に取り組んでおります。

②-1 要素部品事業
　新しい生産技術・量産技術開発やグローバルサプライチェーンの強化、最先端の設備投資と生産効率化等によ
る生産コストの低減、キー・テクノロジーの開発の強化による製品機能・品質の向上、生産・営業・技術の各本
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対処すべき課題、主要な事業内容

部の垣根を越えた連携による開発スピードの向上等により、競争優位性の高い製品の開発・生産を推進してまい
ります。

②-2 システム製品事業
　有力成長分野の研究機関や産業分野のニーズをいち早く捉えて、中核光学技術の優位性を生かせる高付加価値
の光学モジュール・光学ユニット製品の開発体制の強化と量産体制の構築により、グローバルマーケットでの販
売展開を推進いたします。
③ 経営管理体制の強化

　当社グループのサステナビリティ基本方針、コーポレートガバナンス基本方針、シグマ光機行動規範の下、今
後の経営環境の変化に応じた適切な内部統制システムとコンプライアンス体制の更なる整備、維持、改善に努
め、コーポレートガバナンスを強化し、適切かつ誠実に企業活動を推進してまいります。また、「環境、社会、
企業統治（ＥＳＧ）」の視点を積極的に経営に取り入れ、「光産業を通じ、社会に貢献します」という当社経営理
念の実現に向け、レジリエントでサステナブルな社会の創造に貢献すべく業務に邁進してまいります。これらの
取り組みにより、株主の皆様をはじめとするステークホルダーの利益に適う経営を行ってまいります。
　今後の先行きが不透明な経営環境の下、経営基盤の強化のため、ITシステムや生産設備の導入・構築を進め、
各事業部門の業務の省力化・合理化による生産性の向上を推進し、コスト低減を図ってまいります。
　又、人的資本投資の拡充を図り、次世代を担う優秀な人材の育成・確保のため、採用活動の多様化や社員の能
力の開発・向上のための人材育成制度や人事評価制度の改善等を積極的に行ってまいります。同時に、社員エン
ゲージメントの向上、ワークライフバランスを実現するための就業環境も整備いたします。

(5) 主要な事業内容（2025年５月31日現在）

事業セグメント 製品区分 主要製品

要 素 部 品 事 業

光 学 基 本 機 器 製 品 ステージ、ホルダー、ベース、ロッド、ポストスタンド、クラン
プ、ケージシステム他

自 動 応 用 製 品 自動位置・姿勢決めユニット、光計測・制御ユニット、計測・制
御ソフトウェア他

光 学 素 子 ・ 薄 膜 製 品 マルチエレメントオプティクス、ミラー、ビームスプリッタ、フ
ィルター、レンズ、プリズム、ポラライザ、基板、ウインドウ他

シ ス テ ム 製 品 事 業 光 学 シ ス テ ム 製 品
光学モジュール、レンズユニット、レーザプロセシングシステ
ム、調芯装置、観察光学系、レーザ応用製品、マイクロマニピュ
レーションシステム、顕微鏡用ＸＹ自動ステージシステム、コア
ユニット顕微鏡、バイオ・医療機器、受託特注製品他
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主要な営業所及び工場、使用人の状況

(6) 主要な営業所及び工場（2025年５月31日現在）

区分 名称 所在地

当 社

本社・日高工場 埼玉県日高市

東京本社 東京都墨田区

大阪支店 大阪府大阪市淀川区

九州営業所 福岡県福岡市博多区

能登工場 石川県羽咋郡志賀町

技術センター 石川県白山市

子 会 社

OptoSigma Corporation 米国カリフォルニア州

上海西格瑪光机有限公司 中国上海市

OptoSigma Europe S.A.S. フランスエッソンヌ郡

OptoSigma Southeast Asia Pte. Ltd. シンガポールサイエンスパークドライブ

(7) 使用人の状況（2025年５月31日現在）

区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
名 名

要素部品事業 472 (増) 24
システム製品事業 56 (減) 3
全社（共通） 16 (減) 3
合計 544 (増) 18

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
384名 (増)  13名 40.2歳 13.6年

① 企業集団の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は軽微のため記載しておりません。

② 当社の使用人の状況

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は軽微のため記載しておりません。
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主要な借入先の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

(8) 主要な借入先の状況（2025年５月31日現在）

借入先 借入額
百万円

株式会社埼玉りそな銀行 81
株式会社三井住友銀行 54
三井住友信託銀行株式会社 36
日本生命保険相互会社 34

(9) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対して期間利益に基づく積極的な利益配分を行うことを基本方針とし、長期的視野に立った
企業体質の強化及び成長投資等を勘案した配当政策を進めてまいります。
　株主の皆様への配当につきましては、今後の当社の設備投資や研究開発に係る資金需要や運転資金の動向を勘案し
た上で、連結・単体ベースで配当性向30％を目標にして実施してまいります。また一方で、業績低迷時においても
株主の皆様への長期的な利益還元を勘案し、安定配当を確保するよう努めてまいります。
　この結果、2025年５月期の期末配当金は21円とさせていただき、中間配当金21円と合わせた年間配当金は、１
株当たり42円といたしました。
〔期末配当金支払い開始日：2025年８月7日〕
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株式の状況、新株予約権等の状況

2 株式の状況（2025年５月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 32,000,000株
(2) 発行済株式の総数 7,552,628株
(3) 株主数 5,820名
(4) 大株主
　

その他の法人
25.58％

個人・その他
52.12％

自己名義株式
6.23％

外国法人等
2.96％

金融商品取引業者
2.75％

金融機関
10.36％

所有者別の株式保有比率

株主名 持株数 持株比率
千株 ％

浜松ホトニクス株式会社 1,000 14.11
シグマ光機取引先持株会 492 6.95
光通信株式会社 338 4.78
株式会社ツシマ 228 3.23
シグマ光機従業員持株会 203 2.87
富国生命保険相互会社 200 2.82
株式会社埼玉りそな銀行 178 2.51
株式会社サンライズクリエート 148 2.09
杉山大樹 110 1.56
株式会社三井住友銀行 110 1.55
(注) 1. 当社は自己株式を470千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。又、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
(イ) 自己株式の取得
該当事項はありません。

(ロ) 自己株式の消却
該当事項はありません。

3 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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4 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2025年５月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 近藤　洋介

取締役 石井　康之
管理本部長兼経理部長
OptoSigma Europe S.A.S. 取締役
タックコート株式会社 監査役

取締役 多幡　能徳 生産本部長
LMS株式会社 代表取締役社長

取締役 小澤　　勉 浜松ホトニクス株式会社　電子管事業部 第1製造部長 及び 第3製造部長

取締役 野﨑󠄁　　誠
野崎誠税理士事務所　代表
行政書士法人まこと相続　社員
ハートフルサポート株式会社　代表取締役

取締役 松尾　祐美子

みなとみらい法律事務所　共同代表弁護士
トライアンフィールドホールディングス株式会社　社外取締役
株式会社トランザクション　社外取締役（監査等委員）
千代田化工建設株式会社　社外取締役（監査等委員）

取締役 セット　ジイヨン 指定国立大学法人東京大学　先端科学技術研究センター　特任教授

常勤監査役 上野　健司 上野健司税理士事務所　代表

監査役 南雲　幸一 浜松ホトニクス株式会社　執行役員　経営企画統括本部 副統括本部長
株式会社浜松電産　取締役

監査役 熊﨑　美杉

熊﨑美杉税理士事務所　代表
関東信越税理士会　審理室 副主管
社会福祉法人聖徳会　監事
前澤給装工業株式会社　社外取締役

(注) 1. 取締役小澤勉氏、野﨑誠氏及び松尾祐美子氏及びセットジイヨン氏は、社外取締役であります。
2. 常勤監査役上野健司氏、監査役南雲幸一氏及び熊﨑美杉氏は、社外監査役であります。
3. 取締役野﨑󠄁誠氏及び松尾祐美子氏及びセットジイヨン氏、並びに常勤監査役上野健司氏及び監査役熊﨑美杉氏は、東京証券取引所が指定を義

務付けた一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
4. 常勤監査役上野健司氏及び監査役熊﨑美杉氏は税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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(2) 事業年度中に退任した会社役員の氏名等
　該当者はおりません。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額
(イ) 役員報酬の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議
しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について、任意の報酬委員会に諮問
し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ
れた報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、任意の報酬委員会からの答申が尊
重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

a. 基本方針
当社の取締役の報酬等については、当社の業績の持続的な向上及び企業価値の最大化に向け、取締役に対

するインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬等の
決定に際しては、その職位や職責等に基づき支給額を検討し、適正な水準とすることを基本方針とします。

具体的には、業務執行取締役の報酬等は、固定報酬としての基本報酬と事業年度ごとの業績に連動する業
績連動報酬等により構成するものとします。また、監督機能を担う社外取締役には、その職責や職務及びそ
の他諸般の事情等を勘案し、必要に応じて基本報酬のみ支給します。

b. 基本報酬に関する方針
(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責及び担当職務、各期の業績とそれに対する

貢献度のほか、当社従業員給与の水準、同業他社の水準や一般統計情報等に基づく業界全体の水準等を総合
的に勘案して算定した個人別の固定報酬の額を、社外取締役を含む取締役会で審議・検討の上で決定しま
す。

c. 業績連動報酬等並びに非金銭報酬等に関する方針
(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)
業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を高めるため、業績指標（KPI）を反映した

現金報酬とします。各事業年度の個別営業利益額の４％を上限として、過去の支給実績を踏まえて算出され
た額を基礎とし、各取締役の基本報酬や役位、職責等を総合的に勘案して算定した個人別の賞与額を、社外
取締役を含む取締役会で審議・検討の上で決定し、毎年８月に支給します。個別営業利益を業績連動報酬等
である役員賞与の指標として選択した理由は、会社の本業の収益状況を示す財務数値であり、当該年度にお
ける各役員の実績及び業績への貢献度が最も反映される業績結果であるため、業績連動報酬の指標としてふ
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さわしいと判断したことによります。目標となる業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて見直しを
行うものとします。

d. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
当社は、今後ますます技術革新が進む光産業において、皆様の「暮らし」のさまざまな分野を支える「光

技術」の弛まぬ革新と価値ある「光ソリューション」を提供するシグマ光機グループの「ものづくり」で社
会に貢献することを経営理念としています。そのため、中長期的な視点での業績向上及び企業価値の最大化
を目指す経営を取締役に求めていることから、取締役の報酬についても基本報酬に重きを置いた報酬体系と
することが適切であると考えます。

これらを踏まえて、業務執行取締役の種類別の報酬割合については、基本報酬及び業績連動報酬等の総額
を100としたときに、業績連動報酬等の額が30となることを目安として設定します。なお、業績連動報酬等
は各事業年度の個別営業利益額を基に算定されるため、報酬割合は目安どおりとならない場合があります。

e. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役の個人別の報酬額については、代表取締役社長の指示のもと、独立社外取締役を含む取締役、監査

役、執行役員の中から選定された３名以上の委員と管理本部長並びに総務部長により構成される任意の報酬
委員会が、上記の報酬割合を踏まえて、基本報酬又は業績連動報酬等の額及び個人別の報酬等の内容につい
ての報酬案を作成し、管理本部長より取締役会に上程します。取締役会は、任意の報酬委員会が作成し管理
本部長より上程された報酬案について審議・検討し、種類別の報酬額の範囲内で取締役の個人別の報酬等の
内容を決定しており、その決定を委任しておりません。

f. 当事業年度における取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬額の内容の決定にあたっては、決定方針に沿った決定方法をとっていることから、

決定方針に沿うものであると判断しております。
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円) 対象となる
役員の員数
(名)固定報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

84,490
（12,450）

64,590
（12,450）

19,900
（－）

－
（－）

6
（3）

監 査 役
（うち社外監査役）

10,200
（10,200）

9,300
（9,300）

900
（900）

－
（－）

2
（2）

合　　計
（うち社外役員）

94,690
（22,650）

73,890
（21,750）

20,800
（900）

－
（－）

8
（5）

(ロ) 当事業年度に係る報酬等の総額

(注) 1. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 当事業年度末日現在の取締役は７名（うち社外取締役は４名）、監査役は３名（うち社外監査役は３名）であります。
3. 上表の対象となる役員の員数及び報酬等の額からは、無報酬の社外取締役１名及び社外監査役１名を除いております。
　 なお、上表には2024年８月28日開催の第49回定時株主総会で新たに取締役に就任したセットジイヨン氏が、当事業年度中の在任期間に応じ

て計上されております。
4. 業績連動報酬等に係る業績指標は、各事業年度の個別営業利益額であり、当事業年度における実績は1,040,128千円であります。当該指標を

選択した理由は、会社の本業の収益状況を示す財務数値であり、当該年度における各役員の実績及び業績への貢献度が最も反映される業績結
果であるため、業績連動報酬の指標としてふさわしいと判断したことによります。当社の業績連動報酬等である役員賞与は、各取締役の基本
報酬や役位、職責並びに当該年度における各役員の実績及び業績への貢献度等を総合的に勘案して個人別の賞与額を算定しており、その支給
総額は各事業年度の個別営業利益額の４％を上限としております。当事業年度の業績連動報酬等の総支給額は、当事業年度の個別営業利益額
に役員賞与引当金を戻入した金額に対する比率で約1.9％となっております。

5. 取締役の報酬限度額は、1989年10月27日開催の第13回定時株主総会決議において年額160,000千円以内（定款に定める取締役の員数は10
名以内。ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名
(うち社外取締役０名）です。

6. 監査役の報酬限度額は、1994年６月29日開催の第18回定時株主総会決議において年額18,000千円以内（定款に定める監査役の員数は４名
以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名(うち社外監査役３名）です。

7. 上記の支給額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度に係る役員賞与20,800千円（取締役19,900千円（うち社外取締役０名－千円）、監査役900千円（うち社外監査役１名900千円））

(ハ) 当事業年度において支払った役員退職慰労金
　当社は、2014年８月28日開催の第39回定時株主総会の終結の時をもって取締役及び監査役の役員退職慰労
金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃
止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に贈呈することを決議いたしております。
　なお、当事業年度中に退任した役員退職慰労金の贈呈の対象となる取締役又は監査役はおりません。
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会社役員の状況

氏名 取締役会・監査役会への出席状況 取締役会・監査役会における発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

小澤　勉
（社外取締役） 取締役会１７回中１７回出席

浜松ホトニクス株式会社の製造部門での勤務経験で培われた光学に関す
る深い専門知識と豊富な経験、高い見識を活かし、経営陣から独立した
客観的な立場から当社の業務執行を監督する役割を果たしていただくこ
とが期待されております。当社の効率的な業務運営や生産性の向上など
に対して、取締役会等における専門的知見に基づく積極的な発言を通じ
て、当社の取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っていただきました。

野﨑󠄁　誠
（社外取締役） 取締役会１７回中１６回出席

税理士、行政書士としての深い専門知識と豊富な経験、高い見識を有
し、事業会社の代表取締役を務めるなどの企業経営者としての経歴を通
じて培われた豊富かつ専門的な知見を活かし、経営陣から独立した客観
的な立場から当社の業務執行を監督する役割を果たしていただくことが
期待されております。当社の効率的な業務運営やコンプライアンス体
制、企業財務・会計・税務などに対して、取締役会及び監査役会におけ
る専門的知見に基づく積極的な発言を通じて、当社の業務執行の監督を
行っていただきました。

(4) 社外役員に関する事項
(イ) 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役小澤勉氏及び監査役南雲幸一氏は、浜松ホトニクス株式会社の使用人を兼務しており、同社は当社の
議決権を14.11％保有する大株主であり、当社は同社との間で業務提携契約を締結しております。
　又、監査役南雲幸一氏は、株式会社浜松電産の取締役を兼務しておりますが、当社と兼職先との間には資本
関係及び取引関係はありません。
　取締役野﨑誠氏は、税理士として個人事務所並びに行政書士法人を開設し代表を務めるとともに、ハートフ
ルサポート株式会社の代表取締役を兼務しておりますが、当社と各兼職先との間には資本関係及び取引関係は
ありません。
　取締役松尾祐美子氏は、弁護士として法律事務所を開設し共同代表を務めており、またトライアンフィール
ドホールディングス株式会社の社外取締役と株式会社トランザクション、千代田化工建設株式会社の社外取締
役（監査等委員）を兼務しておりますが、当社と各兼職先との間には資本関係及び取引関係はありません。
　取締役セットジイヨン氏は、指定国立大学法人東京大学 先端科学技術研究センターで特任教授を務めてお
り、当社と兼職先との間には光学部品等の販売に関する取引がありますが、同取引における同法人向け売上高
は約50百万円（直近の連結会計年度における連結売上高の１％未満）であるため、当社の事業運営に関する
経営判断に影響を及ぼすおそれがなく、かつ株主の皆さまとの間に利益相反が生じるおそれもないと認識して
おります。
　常勤監査役上野健司氏は、税理士として個人事務所を開設し代表を務めておりますが、当社と兼職先との間
には資本関係及び取引関係はありません。
　監査役熊﨑美杉氏は、税理士として個人事務所を開設し代表を務めており、また前澤給装工業株式会社の社
外取締役と社会福祉法人聖徳会の監事、関東信越税理士会審理室の副主管を兼務しておりますが、当社と各兼
職先との間には資本関係及び取引関係はありません。

(ロ) 当事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況

氏名 取締役会・監査役会への出席状況 取締役会・監査役会における発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

松尾　祐美子
（社外取締役） 取締役会１７回中１７回出席

弁護士としての深い専門知識と豊富な経験、高い見識を有し、多くの上
場企業やグローバル企業の企業法務全般に携わった弁護士としての深い専
門知識と豊富な経験、また上場企業の社外取締役（監査等委員）を歴任し、自
らも法律事務所を立ち上げ経営に携わるなど、企業経営やコーポレートガ
バナンスに関する高い見識も有しております。当社のガバナンス・コンプラ
イアンスなどに対して、取締役会及び監査役会における専門的知見に基
づく積極的な発言を通じて、当社の業務執行の監督を行っていただきま
した。

セット ジイヨン
（社外取締役）

取締役会１３回中１３回出席
（2024年8月28日の就任以降、当事業
年度中に開催された取締役会は13回で
あり、その全てに出席しています。）

指定国立大学法人東京大学先端科学技術研究センターでの教育・研究に
より培われた光学に関する深い専門知識と豊富な経験、高い見識を活か
し、経営陣から独立した客観的な立場から当社の業務執行を監督する役
割を果たしていただくことが期待されております。過去に直接会社経営
に関与した経験があり、当社の効率的な業務運営、市場性の高い技術開
発、生産性の向上などに対して、取締役会等における専門的知見に基づ
く積極的な発言を通じて、当社の取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を行っていただきました。

上野　健司
（社外監査役）

取締役会１７回中１７回出席

監査役会１４回中１４回出席

国税局で長きに亘り要職を歴任され、税理士としての深い専門知識と豊
富な経験を有し、企業の税務対応を通じて培われた豊富かつ専門的な知
見を活かし、経営陣から独立した客観的な立場から当社の業務執行を監
督する役割を果たしていただくことが期待されております。当社の効率
的な業務運営やコンプライアンス体制、企業財務・会計・税務などに対
して、取締役会及び監査役会における専門的知見に基づく積極的な発言
を通じて、当社の業務執行の監督を行っていただきました。

南雲　幸一
（社外監査役）

取締役会１７回中１７回出席

監査役会１４回中１４回出席

浜松ホトニクス株式会社の執行役員として会社経営に関与しており、現
任の経営企画統括本部の副責任者やこれまでの法務・総務部門の責任者
を務めてきた経験から、サステナビリティ、コーポレートガバナンス、
総務及び法務に関する高い見識と豊富な経験を活かし、経営陣から独立
した客観的な立場から当社の業務執行を監督する役割を果たしていただ
くことが期待されております。当社の効率的な業務運営、サステナビリ
ティ経営、法改正対応、コンプライアンス体制、リスク管理体制などに
対して、取締役会及び監査役会における専門的知見に基づく積極的な発
言を通じて、当社の業務執行の監督を行っていただきました。

熊﨑　美杉
（社外監査役）

取締役会１７回中１７回出席

監査役会１４回中１４回出席

国税局で長きに亘り要職を歴任され、税理士として企業の税務対応を通
じて培われた豊富かつ専門的な知見を有するとともに、上場企業の社外
取締役を務めておりコーポレートガバナンスに関する高い見識も有して
おります。税理士としての深い専門知識と豊富な経験を活かし、経営陣
から独立した客観的な立場から当社の業務執行を監督する役割を果たし
ていただくことが期待されております。当社の効率的な業務運営やコン
プライアンス体制、企業財務・会計・税務などに対して、取締役会及び
監査役会における専門的知見に基づく積極的な発言を通じて、当社の業
務執行の監督を行っていただきました。
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会社役員の状況

(5) 責任限定契約の内容の概要
　当社と非業務執行取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の
規定する最低責任限度額としております。

(6) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、
当社取締役、監査役及び執行役員の地位にあるものを被保険者の範囲といたします。被保険者が会社の役員等
の地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争
訟費用などを填補することとしており、被保険者の保険料を会社が全額負担いたします。
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会計監査人の状況

5 会計監査人の状況

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,500千円

(1) 名称　　　太陽有限責任監査法人
(2) 報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、
実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

2. 当社の重要な子会社のうち、OptoSigma Corporationは、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に
相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けております。

3. 監査役会は、会計監査人との監査契約の内容に照らして、前事業年度の監査計画の適切性や会計監査の職務執行状況等、当事業年度の監査計
画等に基づく報酬額の算出根拠の妥当性等を総合的に検討した結果、当該報酬等の額は合理的であるとの判断に基づき、同意いたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が、会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役会は監査役全員
の同意に基づき会計監査人を解任します。
　又、上記の場合のほか、会計監査人の職務の執行に支障が生じる等、適正な監査の遂行が困難であると認め
られる場合その他監査役会が解任又は不再任が相当と認められる事由が発生した場合、監査役会は株主総会に
提出する会計監査人の解任又は不再任の議案の内容を決定します。

(4) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
金融庁が2023年12月26日付で発表した処分の内容の概要
（イ）処分の対象者

　太陽有限責任監査法人
（ロ）処分の内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止　３月
（2024年１月１日から同年３月31日まで。ただし、既に監査契約を締結している被監査会社につい

て、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締結を除く。）
・業務改善命令（業務管理体制の改善）

（ハ）処分理由
　同監査法人の社員である２名の公認会計士が、他社の訂正報告書等の監査において、相当の注意を怠
り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため。

　なお、当社は、同監査法人から処分の内容および業務改善計画の概要について説明を受け、業務改善につい
て完了していることの説明を受けております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（2025年５月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
建設仮勘定
その他
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
投資不動産
その他
貸倒引当金　

11,943,814
3,130,895

22,512
904,279

2,055,314
2,746,827
1,211,301
414,083

1,335,062
127,575
△4,037

8,396,288
4,746,273
2,591,495
775,988

1,248,151
1,934

128,703
70,496

3,579,518
1,031,780
381,970

1,778,120
390,391
△2,744　

負債の部
流動負債 1,756,414

支払手形及び買掛金 422,388
短期借入金 153,144
未払法人税等 337,908
賞与引当金 25,181
受注損失引当金 3,843
その他 813,948

固定負債 814,627
長期借入金 50,994
退職給付に係る負債 653,603
資産除去債務 24,683
その他 85,346

負債合計 2,571,042
純資産の部
株主資本 16,495,402
資本金 2,623,347
資本剰余金 3,092,112
利益剰余金 11,414,085
自己株式 △634,143
その他の包括利益累計額 1,172,320
その他有価証券評価差額金 162,582
為替換算調整勘定 944,280
退職給付に係る調整累計額 65,457
非支配株主持分 101,337
純資産合計 17,769,059

資産合計 20,340,102 負債・純資産合計 20,340,102

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書（2024年６月１日から2025年５月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 11,580,528
売上原価 7,254,684
売上総利益 4,325,843
販売費及び一般管理費 3,194,799
営業利益 1,131,044
営業外収益
受取利息及び配当金 44,775
不動産賃貸料 120,673
持分法による投資利益 29,803
補助金収入 42,651
その他 22,341 260,244
営業外費用
支払利息 4,443
不動産賃貸費用 81,023
為替差損 21,719
その他 14,777 121,963
経常利益 1,269,324
特別利益
補助金収入 111,000
災害損失引当金戻入額 5,996 116,996
税金等調整前当期純利益 1,386,321
法人税、住民税及び事業税 470,640
法人税等調整額 △78,418 392,222
当期純利益 994,099
非支配株主に帰属する当期純利益 8,081
親会社株主に帰属する当期純利益 986,017
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貸借対照表

貸借対照表（2025年５月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
投資不動産
その他
貸倒引当金　

9,282,449
2,075,469

22,512
904,279

1,694,393
2,000,000
934,418
379,343

1,200,266
29,704
42,588
△527

7,553,372
3,526,670
1,712,829
128,131
405,154

0
80,777

1,197,843
1,934
34,261
29,392
4,868

3,992,440
487,959
571,188
429,232
41,331

153
11,156

308,958
1,778,120
367,092
△2,752　

負債の部
流動負債 1,375,596

買掛金 393,886
１年内返済予定の長期借入金 153,144
未払金 205,997
未払費用 67,710
未払法人税等 317,492
未払消費税等 60,308
前受金 27,727
預り金 143,656
前受収益 227
受注損失引当金 3,843
その他 1,602

固定負債 883,323
長期借入金 50,994
退職給付引当金 748,966
その他 83,363

負債合計 2,258,920
純資産の部
株主資本 14,414,319
資本金 2,623,347
資本剰余金 3,092,112
資本準備金 3,092,112
利益剰余金 9,333,002
利益準備金 197,670
その他利益剰余金 9,135,332
別途積立金 3,700,000
繰越利益剰余金 5,435,332

自己株式 △634,143
評価・換算差額等 162,582
その他有価証券評価差額金 162,582
純資産合計 14,576,902

資産合計 16,835,822 負債・純資産合計 16,835,822

計算書類
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損益計算書

損益計算書（2024年６月１日から2025年５月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 9,380,409
売上原価 6,433,148
売上総利益 2,947,261
販売費及び一般管理費 1,907,132
営業利益 1,040,128
営業外収益
受取利息及び配当金 43,820

不動産賃貸料 120,673

補助金収入 40,711

その他 18,347 223,552
営業外費用
支払利息 4,384

不動産賃貸費用 81,023

為替差損 20,318

その他 1,680 107,407
経常利益 1,156,273
特別利益
補助金収入 111,000

災害損失引当金戻入額 5,996 116,996
税引前当期純利益 1,273,269
法人税、住民税及び事業税 399,228

法人税等調整額 △29,385 369,843
当期純利益 903,426
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年７月18日

シグマ光機株式会社
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 松 亮 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江口慎太郎

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、シグマ光機株式会社の2024年6月1日から2025年5月31日までの連結会
計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シグマ光機株式
会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

監査報告

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するた
めに、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年７月18日

シグマ光機株式会社
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 松 亮 一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江口慎太郎

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、シグマ光機株式会社の2024年6月1日から2025年5月31日までの第
50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年６月１日から2025年５月31日までの第50期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたし
ました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。又、子会社
については、子会社の取締役等から報告を受けるとともに、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。又、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容及びその運用状況は相当であると認めます。
又、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行については、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

監査役会の監査報告

40



2025/07/29 16:04:56 / 24208618_シグマ光機株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会監査報告

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年７月22日

シグマ光機株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役）上 野 健 司 ㊞
監査役（社外監査役）南 雲 幸 一 ㊞
監査役（社外監査役）熊 﨑 美 杉 ㊞　

以　上
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株主様へのご案内

＜株主様へのご案内＞

　本年も、昨年と同様に本定時株主総会の株主様のご入場受付前のスペースで、当社の主要な製品や技術をご紹介す
るミニ製品展示会を開催いたします。当社の株主総会にご来場いただきました株主の皆様には、お時間がございまし
たら何卒お立ち寄りいただきまして、当社がご提供する製品群をご高覧賜りますようよろしくお願い申し上げます。

　また、本定時株主総会の終了後に、当社本社・日高工場の工場見学会を開催いたします。お時間の許す株主様にお
かれましては、当社の誇る最先端の光技術を支える「ものづくり」の現場を見学いただき、当社の生産工程・生産技
術についてより一層ご理解いただく機会としてご活用いただければと存じます。
　本工場見学会は、45分ほどのお時間をいただいて当社本社・日高工場内を歩いて見学いただくこととなります。
なお、ご参加いただく株主の皆様のお手荷物等を当社ではお預かりできかねますので、ご参加をご検討いただく際に
は、工場施設内のご移動に適した服装、お手荷物にてご来場を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。
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地図

会場
当社　本社・日高工場３階　多目的ホール
埼玉県日高市下高萩新田17番地２　電話 042－985－6221(代)

交通

電 　 車 東武東上線　坂戸駅　南口下車 当社送迎車にて15分
(午前９時20分　坂戸駅南口に当社送迎車がお迎えにまいります)

自 動 車 関越自動車道 鶴ヶ島インター出口より　車10分
首都圏中央連絡自動車道 圏央鶴ヶ島インター出口より　車５分
(当社敷地内の駐車場をご利用願います)

定時株主総会会場ご案内図
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


